
国への提案事項

１ 建設分野におけるＤＸの推進に係る財政措置及び技術的支援

建設分野のあらゆる段階において，デジタル技術を最大限に活用し，官民が連携
してインフラ（公共土木施設等）をより効果的・効率的にマネジメント（管理・運営）

することで，新たなサービス・付加価値の創出や県民の安全・安心，利便性の向上，

建設分野の生産性向上などを実現するため，財政措置の拡充や技術的支援を図る

こと。特に次の取組について，重点的に配慮すること。

・ 県が管理するインフラデータを一元化・オープンデータ化し，国・県・市町等の
施設管理者間でデータを共有することや，民間企業等とのデータ連携・活用を
可能とするシステム基盤であるＤｏｂｏＸの機能拡張

・ 防災にかかる予測技術の向上等に向けた県土全体の３次元データの取得や
民間企業等のニーズを踏まえたデータ整備など，インフラデータの充実・高精度化

・ 道路法面の崩落予測や除雪作業の支援，センサーデータの蓄積・分析による
予測保全の導入など，デジタル技術を活用した新たな技術の構築に必要となる
AI等の開発や現場実装に向けた実証実験の実施

６ 社会資本整備の推進
（２） 社会資本の適切な維持管理の推進・強化
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国への提案事項

２ 社会資本の適切な維持管理に係る財政措置の拡充

県民の貴重な財産である社会資本を次世代に確実に引き継ぎ，

災害時においても機能を発現させるためには，

適切な維持管理が必要であることから，

補助及び交付金制度の要件緩和や国費率のかさ上げ，

公共施設等適正管理推進事業債の延長など，

地方へ確実な財政措置を図ること。

【提案先省庁：総務省，財務省，国土交通省】

６ 社会資本整備の推進
（２） 社会資本の適切な維持管理の推進・強化
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● 県が管理するインフラデータは，管理施設毎に構築したシ

ステムで管理しており，管理者間での連携やオープンデータ

化が十分にできていないことに加え，国・県・市町の管理者

の枠を超えた連携及び民間企業等の保有する技術やビッ

グデータとの連携もできていない。

● 道路や河川の施設台帳の一部は紙やＰＤＦなどで管理さ

れていることや，航空測量データなど，記憶媒体で保管され

ているデータもあり，誰もが利活用可能なオープンデータの

作成やデータの精度向上・更新が必要であるものの，十分

にできていない。

● デジタル技術を活用した様々な技術の構築・実装に取り組

んでおり，今後も取組を拡大していくこととしているが，データ

蓄積・分析を行うための計測機器の整備やＡＩ等の開発，現

場実装に向けた実証実験などを継続して実施できるよう財

政措置が必要。

● デジタル技術やデータを活用した共通の取組について，

国・県が相互に連携して進める必要がある。

課 題現状／広島県の取組

６ 社会資本整備の推進
（２） 社会資本の適切な維持管理の推進・強化

○ 国では，「国土交通省インフラ分野のＤＸ推進本部」

の設置や「国土交通データプラットフォーム」の機能拡

張，「インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション

施策」の公表など，インフラ分野におけるＤＸを推進し

ている。

○ 広島県では，建設分野におけるデジタル技術を活用

した40項目の具体な取組案をとりまとめた「広島デジ

フラ構想」を令和３年３月に策定するとともに，ＤＸの実

装を進めていくための体制強化を図るため，令和３年

４月に土木建築局内に「建設ＤＸ担当」を設置し，構

想を推進している。

○ 今年度は，県が管理するインフラデータの一元化・

オープンデータ化に向けたシステム基盤（DoboX）の

構築や国・市町・民間企業等とのデータ連携，最新の

デジタル技術を活用して様々な課題解決を図るオー

プンな実証実験の場である「ひろしまサンドボックス」を

活用した技術構築などを進めている。

①建設分野におけるＤＸの推進に係る財政措置

広島デジフラ構想
デジタル×インフラ
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【全体試算額】

年平均試算額 105.8 億円（Ｒ３～Ｒ62） 全体試算額 6,349 億円

今後，老朽化するインフラの数は加速度的に増加する見

込みであり，さらに，維持管理を行う上で必要となる官民

の技術者などの担い手不足も顕在化している。

平常時に加え災害時においても，防災施設や緊急輸送

路など既存インフラの機能を十分に発揮させるためには，

より効果的・効率的な維持管理が必要である。

今後５年間については，集中的な老朽化対策の実施を

予定していることから，「防災・減災，国土強靭化のための

５か年加速化対策」などを踏まえた継続的な財政措置が

必要である。

課 題現状／広島県の取組

６ 社会資本整備の推進
（２） 社会資本の適切な維持管理の推進・強化

○ 国では，「道路メンテナンス補助制度」において，地

方公共団体が実施する新技術等を活用する個別

事業に対する優先的な支援や，「防災・減災，国土

強靭化のための５か年加速化対策」を踏まえた予防

保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化

対策の着実な推進の支援を実施。

○ 広島県では，老朽化対策に関する今後の取組や修

繕費の見通しを示した「インフラ老朽化対策の中長期

的な枠組み」や主要な施設分類毎に維持管理水準

等を設定した「修繕方針」を令和２年度に策定・改訂

し，計画的な維持管理を推進するとともに，修繕費を

増額し，老朽化対策を強化。

○ また，コスト縮減を推進していく方策の１つとして「広

島県長寿命化技術活用制度」を運用し，これまでに

98技術を登録し，64技術を県内公共事業で活用。

≪主要な施設分類における修繕費総額を試算≫
（更新費は含まない）

②社会資本の適切な維持管理に係る財政措置の拡充

≪登録技術例≫

≪橋梁床板の診断技術≫

電磁波装置

≪塗膜・錆除去技術≫

レーザービーム

不純物・旧塗膜など

集塵機器

酸化層

蒸発プラズマ

安定酸化被膜

集中的に対策を行う期間

年平均試算額（Ｒ３～Ｒ７） 115.3億円

- 102 -


